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１. はじめに 

1-1 問題意識と研究目的 

1995 年 1 月 17 日に発生した、阪神・淡路大震災の発生から 2020 年で 25 年が経過する。

この四半世紀で被害を受けた神戸の街は復興を遂げた。私は、生まれてから高校を卒業する

18 年間、神戸で過ごしてきた。私自身は、震災発生当時、まだ生まれていなかった為、直

接経験してはいないが、私の両親、祖父母は当時から神戸で生活していたため、被災者とな

った。特に、兵庫県神戸市兵庫区に住んでいた母方の家族は自宅が半壊、近くまで火災が近

くという甚大な被害を被った。また、私の母は、私の叔父に当たる弟を震災関連死で失った。

毎年 1 月 17 日に神戸市中央区、東遊園地で行われる「阪神淡路大震災 一・一七のつどい」

に祖父や母と何度か赴き、そこで発生時刻に黙祷をする度に、普段は見せない涙を見せる母

の姿を目にしてきた。このように、私は震災を経験していないが、叔父の震災関連死を通し

て、阪神・淡路大震災は私のアイデンティティに深く関わる出来事となっている。また、家

族の過去の経験としての記憶だけではなく、「阪神・淡路大震災」を一つの歴史的な出来事
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として、学校の授業において当時の状況について学習する機会があった。それだけではな

く、市内に存在する震災の爪痕を残した場所や、防災・減災を目的とした機関「人と防災未

来センター」（神戸市中央区）で震災の追体験をすることができるなど、震災を経験してい

ない世代が知ることのできる機会が多く存在した。 

こうした、当時の被害の状況というものは、その後時を経て体系化、あるいは可視化され、

「知る」、「学ぶ」といった側面が多いように感じた。メディアの報道が蓄積され、20 年以

上経った今、自分がその状況を知るという一方で、震災当時、被災者や関西圏では、どのよ

うに報道がなされていたのかということについて疑問が生じた。 

 

 災害とメディアの関係について、山中茂樹は以下のように指摘している。 

 

 メディアにとっても、1995 年は、戦後民主主義とともに歩んできた客観報道や取材倫

理の根底に疑問符が突きつけられる出来事の連続であった。被害報道が中心であった災

害報道に安心報道というカテゴリーが提示され、安否を確認するためとはいえ個人情報

のオンエアや、生活情報の繰り返し掲載など、それまでなら禁じ手であった報道・編集ル

ールがことごとく破られた 1)。（山中 2018: 131） 

 

 このように大きな起点となった、阪神・淡路大震災における報道に起きたことについて、

検証を踏まえ、新たな捉え方や、課題について社会学の視座から考察したい。 

阪神・淡路大震災の被災地は文字通り、大阪府、兵庫県を中心として広がっている。こう

した中で、メディアにおいても発信する場所で、情報の内容と量が変動することは想像に難

くない。災害の当事者となった、神戸、大阪のメディアがどのように報道していたのか。ま

た、その中でも、地方紙と全国紙でどのような違いがあったのか、という点に着目する。そ

れぞれの新聞社、記者がどのような視点で震災を捉え、何を伝えようとしていたのかという

ことを明らかにしつつ、震災から長い月日を経た後、各紙が震災をどのように捉え、被災地

とどのように結びついているのかということについて分析していきたい。また、それぞれに

違いがあるとするならば何故そのような違いが生まれたのかという原因についても考察し

たい。 

 25 年前、神戸で被災した私の母に話を戻す。地震発生から数週間後に初めて、まだ瓦礫

の残る神戸から大阪の街へ出た時、皆平然と生活し、女性がハイヒールを履いて歩いていた

ことに対して、衝撃を受けた、とよく話してくれていた。母は、「神戸の地震はもう忘れら

れてしまったのではないか」という不安と悲しみ、悔しさを覚えたという。 

 

各章の概要としては、以下で、先行研究及び研究プロセスを紹介し、本論の方向性を確認

する。第２章では、震災発生当時の新聞について期間を定めて比較を行う。第 3章では、震

災から相当な月日が経った後の新聞を比較した上で、震災とどのように結びついているの
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かということを検証する。 

 

 

  

   1-2．先行研究 

災害の被害というのは、社会的な産物とされ、被害が発生するということにおいて、二つ

の要素が関係している。一つ目に、地震や津波、洪水、土砂崩れといった自然事象であり、

これは「ハザード」と呼ばれる。しかし、このハザードだけで被害が決定されるものではな

い。二つ目の要素は、社会の脆弱性である。社会の中で、脆弱な素因を抱えたところに、ハ

ザードが襲う結果として災害の被害が発生するとされる（立木 2016）。また、このハザード

の発生にも自然的な要因だけが起因となるものではなく、社会的要因を孕んでいると指摘

されている（萩野・蘭 2014）。行き過ぎた土地開発などで地盤が緩んだことによって土砂崩

れが発生するという事例である。このように、震災も社会的な産物の一つに挙げられ、大規

模な災害として認識される。日本では、この大規模災害である震災を過去に何度も経験して

きたが、その中でも、20世紀末に発生し、その後 21 世紀の法律や制度、防災と行った分野

で社会にも大きく影響を与えたのが阪神・淡路大震災である。 

津金澤聡広（1999）は、阪神・淡路大震災における、流言の制御とマスメディアの社会的

な役割を紹介する中で、雑誌『新聞研究』による被災者を対象に行ったアンケートを用いて、

当時信頼できるメディアとして新聞が圧倒的な支持を得ていたことを指摘している。ラジ

オやテレビに比べて情報の速報性では劣っているにも関わらず、震災発生を機に、新聞の優

位性が改めて確認されている。 

 

 被災地の住民にとって、わが家も街も破壊しつくされた中を必死の思いで新聞が配達

されたということにどれほど励まされたかと語る人々が多い。生活情報についても新聞

の活字を目にすることで確かめることができたという。（黒田・津金澤編 1999:181-182） 

 

中林一樹・村上大和(1998)は、阪神淡路大震災の新聞報道について、阪神版と東京版の東

西から比較分析がなされている。本論における、比較対象とは異なるが、阪神淡路大震災に

おける新聞の比較分析という点から先行研究として取り上げたい。ここでは、被災地と非被

災地に生じる「温度差」という点に着目している。全国紙一紙の記事のデータベースを作成

し、一定期間内容別に分類した上で、災害報道が三つのフレーズに分けられ、そのフレーズ

に沿って、被災地と非被災地での「温度差」が生じる構図を指摘している。 

 

 発災から２〜３週間までの、記事が増え続ける「情報収集期」と、発災から５、６週間

までの記事数が最も多い「情報氾濫期」、そしてそれ以降での記事数が減少する「情報収

束期」となる。そしてその後、非被災地への報道が見られなくなる一方で、被災地では日
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常的に記事が掲載される「被災地情報限定期」である。(中林・村上 1998: 230)  

 

この「情報収集期」から「情報氾濫期」にかけては、「非日常的」な状況であることによ

って、被災地には被災情報として、非被災地には「事件」として多くの情報が伝えられる。

ところが、「被災地情報限定期」に達すると、被災地では、避難生活やライフライン等の復

旧が日常となり、非被災地にとって直接関連する情報とはならない為、非被災地での報道数

が減少する。つまり、阪神淡路大震災においては、「日常的であるかどうか」、「事件性」の

有無が分岐点となり、被災地と非被災地の間に記事の数と内容の差が生まれたと指摘して

いる。 

 

この結果、非被災地では被災生活におけるストレスの背景や、市街地復旧の動きなどは

報じられず、新しい防災対策や再建を果たした市街地、ボランティアの活躍などだけが震

災に関することとして報じられ、受け止められるのである。（中林・村上 1998: 231） 

 

 こうした、非被災地での報道との違いによって、被災地と非被災地での「温度差」が生じ

ることとなる。 

山中（2015）も、雑誌『兵庫地域研究』の調査レポートを用いて、1999 年 1 月 10 日か

ら 20 日までの期間における朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日経新聞の 4紙の震災報道東

西記事を比較している。ここでも、東西に格差があったことが指摘されている。 

 

特別に 1 ページまるまる震災報道で構成されている特集紙面は、朝日、読売とも神戸

紙面の計 10ページに対し、東京紙面は 4 ページ。毎日は神戸紙面の 4 ページに対し、東

京紙面はゼロ回答という冷たさだった。（山中 2015:10） 

 

 また、このように復興に関する記事が、全国的なニュースになりにくいのかということに

ついては、長期にわたること、被災者支援や街の復興は主に地元でしか関心がもたれないこ

と、「『被災者生活再建支援法』のように被災地の自治体や住民が制定運動を始めて成立する

までに紆余曲折があり、さらに改定運動が続く被災地支援をめぐる制度要求運動は、実に複

雑な経過をたどるケースが多いこと」（山中 2015:24-25)の三点が理由として挙げられてい

る。 

このような東西での温度差だけでなく、甚大な被害を被った神戸と比較的被害が少なか

った大阪との温度差について、小城英子（1997）は指摘している。ここでは、被災した記者

だけでなく、東京から応援にきた記者たちの経験や当時感じたことについての紹介通して、

報道の温度差について触れている。前章で私の母の経験談について記述したが、神戸と大阪

での温度差というものが、個人の経験だけではなく、取材する記者の目線からも見て取れた

ことが分かる。 
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大阪では、地震当日こそ停電や鉄道の運休があったが、翌日から平常通りに動いている、

デパートでは冬物のバーゲンセールをし、飲み屋ではどんちゃん騒ぎが行われていた。武

庫川を境に、瓦礫の街ときらびやかな都会とに分かれていたのである 2)。（小城 1997:84） 

 

松井一洋（2012）は、『新聞研究』を研究対象として、比較分析を行った。ただし、ここ

では、阪神淡路大震災と東日本大震災という二つの震災における新聞報道の比較がなされ

ている。また、大震災報道において新たな視点を発見することを目的としている為、東日本

大震災の報道については、原子力発電所に関連する報道は除いた上で、純粋に地震、津波に

対する報道のみを対象としている。中村・村上(1998)と同様、本論とは比較対象が異なるが、

分析の中で全国紙と地方紙の報道の視座について触れている。 

 

我が国の社会システムとして、全国紙と地元紙という担当区分もしくは棲み分けが存

在すること自体は、視座の違いの有効性を前向きに是認したい。先に述べたように、被災

者の知りたい情報は、「何が起こったか」、「それはどのくらいの規模か」であり、「これか

らどう生きていくか（生活情報）」である。いわば、マクロとミクロの二つの情報がとも

に必要である。（松井 2012: 22） 

 

   新聞社のニューズバリュー判断の同一性によって、欠け落ちてしまう地元情報がある

からこそ、地元紙は、あくまでそれぞれの守備する地域において「被災地からの通信」掲

載するだけでなく、その地域における情報の徹底した深耕を目指すべきである。（松井 

2012: 23） 

 

 全ての報道が被災者の生活情報に偏るのではなく、被災地にある地元紙と全国紙は視座

が異なることで、伝える情報のバランスを取ることが求められる。 

以上の先行研究から、同じ被災地の中にも違いや温度差があるのではないかという仮定

に行き着いた。全国紙の地方版にも先行研究の全国紙と同じ側面を持つのではないだろう

か。被災地の中では、地方紙と全国紙地方版に違いがあるのか？同じ関西地方に読者を持つ

が、特に被害の大きい兵庫県に根付いた地方紙である神戸新聞と、地方面で各地方について

の記事を掲載するが、主に大阪を中心とした記事を書く全国紙に違いはあるのか？この問

いを研究の出発点として、先行研究で指摘されている「情報収束期」「被災地情報限定期」

において、被災地で読まれる地方紙と全国紙にどのような温度差があるのか、またその温度

差が現在の神戸にどのように結びついているのかについて明らかにしていく。 

先行研究において、「被災者の声」といった内容の記事数は、震災発生から増加するもの

であるという指摘がある。実際に、13〜15 週目に若干数ではあるが増えるというデータが

ある（中林・村上 1998）。その言及をもとに、震災発生から 3ヶ月にあたる 4月 17日から
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の一週間に記事を比較することにする。正確には 13 週目は 4 月 18 日からであるが、4 月

17 日は震災から 3 ヶ月という節目の日であり、記事数が増えるのではないかという予測か

ら 17 日からの一週間を取り扱うことにする。 

 

 

  1-3．研究方法・調査方法 

 震災当時は、現在のようなスマートフォンといった、電源とインターネットの環境さえ整

えれば情報を収集、拡散できるような媒体がなかったことは明らかである。こうした中で、

研究対象としてメディア媒体を挙げるとするなら、テレビ・ラジオ・新聞の三つではないだ

ろうか。より最新の情報をリアルタイムで届けるという点では、テレビ、ラジオが圧倒的優

位に立つ。一方で、放送できる時間は限られる上記２媒体に比べ、複数の記事を一度に、そ

して継続的に発信することができるという点は、新聞にしかない長所である。そこで、地方

新聞として被災地である兵庫県、及び神戸市に深く根付いている神戸新聞と、全国紙の一紙

である朝日新聞の大阪版（兵庫面を含む）を本論において研究対象として取り上げる。以上

二紙の阪神・淡路大震災について書かれた記事を分析する。記事には、被害の様子や、救助

活動について、また震災から生じた制度的な問題についての報道など、その性質や内容は多

岐に渡る。本論では、記者による社説や、被災者の声や生活を文章にした記事に着目する。

こうした記事には、単に情報、事実を伝えるだけでなく、それを書く記者の目線が捉えた実

情を文章によって伝達される。記事の内容だけでなく、記者の目線、どのように現場へ足を

運び、どのような背景があったのかを考察したい。そのため、行政庁が発表した内容や当該

期間に行われていた兵庫地方選の記事については収集データから除くものとした。 

 また、震災発生からの時系列を一定期間に区切り、そこで期間ごとに記事を分析すること

で、発生直後だけではなく、その後の被災地についての報道について差があるのか、またそ

の差はどのようなものであるかということを考察したい。 

  

 

2. 二紙の比較 

2.1 比較方法 

1995 年４月 17日から同年 4月 23日の一週間を期間として、神戸新聞と朝日新聞を比較

する。神戸新聞の記事については、当時の記事を集積したデータベースが無い為、神戸市立

中央図書館保存のマイクロフィルムを参照した。朝日新聞の記事については、データベース

聞蔵Ⅱにアクセスし、「震災 or 避難 or被災 or 地震 or 復興」のキーワード検索をかけた後、

必要となる記事を取り上げた。なお、検索範囲を、大阪発行社に限定し、本紙及び地域面を

含むものとして参照した。また既に述べた通り、本論では記者による社説や、被災者の声や

生活を文章にした記事に着目するため、行政庁が発表した情報や当該期間に行われた兵庫

県地方選についての記事については除く。 
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 集めた記事の整理方法として、社会科学研究全般でよく用いられる KJ法を採用した。各

紙ごとに集めた新聞記事を類似したもので分類し、その特徴ごとにコードをつけた。さらに

そのコードをサブカテゴリーにまとめ、最終的に数個のカテゴリーに集約した。プロセスの

限界としては、神戸新聞のマイクロフィルムについては、保存状態によって文字の判別がで

きないものがあった。また、データベースにおいては、著作権の関係上、閲覧ができない記

事があり、それらはデータに取り入れることができなかった。 

  

 

  2.2 比較結果 

神戸新聞は、合計 80 の記事を 69 個のコード、朝日新聞は、合計 77 の記事を 66 個のコ

ードに振り分けた。さらに、各コードを神戸新聞は 18 個、朝日新聞は 16 個のサブカテゴ

リーに分類した。最終的に神戸新聞は 3 個、朝日新聞は 2 個のカテゴリーに分類した。表

1.2 が神戸新聞を整理したもので、表 3.4 が朝日新聞を整理したものとなる。 
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2.3 考察 

神戸新聞にのみ現れた「震災発生時と直後に関する記事」というカテゴリーについては、

当該期間に神戸新聞が毎日、当時の医療体制についての特集コーナーを作り記事としてい

たことが要因として考えられる。二紙ともに地震の原因やその他震災発生当時に起きた問

題などについても取り上げる記事があり、発生から 3 ヶ月立ち、震災の検証というフェー

ズに入っていることが読み取れる。 

カテゴリー別の記事数に関して、二紙とも「復興に関する記事」が約半数を占めているこ

とがわかる。ところが、同数程度の記事をサブカテゴリーに分類すると、違いが現れる。神

戸新聞には、被災者による「まちづくり」、「街への思い」、「芸術・文化」の記事が多い。カ

テゴリー内では、半数を超える数を占めている。「まちづくり」、「街への思い」には、復興

のための街の再生に地元住民が参加している記事や、地元の街への思い入れが強く、街に留

まることやあるいは離れざるを得ないといったことへの気持ちを描く記事なども見られる。 

朝日新聞においても、住民が街の復興計画に参加しているということを報じる記事はある

が、思い入れや気持ちを描く記事は見られなかった。  

神戸新聞のこうした特徴から考えられるのは、阪神・淡路大震災に対しての「当事者意識」

というものが強いということである。神戸新聞では、震災によって街が壊され、いまだに避

難所や仮設住宅での生活を余儀なくされている人々や、住んでいた家や仕事場に戻って来

たがこれから復興に向けて取り組まなければならない人々といった被災者が読者の大半を

占める。その被災者と同じく被災した地元紙にとっては、彼らと同じくこれから復興に向け

て取り組まなければならないという意識があったのではないだろうか。 

また、神戸新聞の「芸術・文化」の記事では、地域で復興祭が行われるといったことだけ

ではなく、被災者となった神戸の芸術家が復興の一助を担う活躍をしているといった内容

の記事も多かった。一方で、朝日新聞では「元に戻った」というサブカテゴリー内で被災し

た植物を特集する記事が見られた。両者は同様に、復興の兆しを見せるものとして紹介され

ているが、神戸新聞は個人の活躍にフォーカスし、朝日新聞は植物の再生などにフォーカス

している。ここにも地方紙の「当事者意識」が現れていると考えられる。被災者でもある芸

術家個人を特集することで、単なる芸術活動、文化活動の紹介ではなく、ともに震災を乗り

越えるために頑張る「仲間の活躍」として描くことで、被災地の読者を元気付ける意図が見

られる。全国紙である朝日新聞では、被災者にフォーカスするのではなく、植物というより

象徴的なものに焦点を当てることで、被災者の具体的な生活から復興の様子を見せるので

はなく、非被災地である他の関西圏の読者に向けて、抽象的に復興や再生を示唆することが

できるのではないだろうか。 

そして二紙の最大の違いとして、「ボランティア」に関する記事が挙げられる。神戸新聞

では、「被災生活に関する記事」のカテゴリー内の一つとして、ボランティア活動の内容が
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数個紹介されるに留まっている。一方で、朝日新聞では、非被災地からのボランティア活動

の内容だけでなく、海外のボランティアとの比較、体制、被災者ではなくボランティア側の

声など内容が多岐に渡る。非被災地側からの目線は、神戸新聞にはなく朝日新聞にはあるも

のと言える。神戸新聞では、「被災者である“自分たち”が復興に向けて奮闘する」という地

元住民と同じローカルな目線に立っているのに対して、朝日新聞では、ボランティアの活躍

を含めることで、被災地に向けて発信するのと同時に非被災地に向けても発信するという

少し高い視座に立っている。 

このように、同じく関西地方を拠点に発信する二紙にも若干のズレが生じていることが

わかる。地方紙に比べ、全国紙の方が、被災者の文化的活動に関する生活情報がやや薄いと

いう点、そして地方紙にある「当事者意識」というものが、先行研究に対しての問いである、

温度差を生じさせたものではないかと考えられる。 

とはいえ、メディアである以上、日常的な取材同様、客観的な視点での報道が求められて

いたことも事実ではある。三木（1996）では、当時の神戸新聞論説委員長として震災報道の

あり方を模索していく中で、神戸新聞の記者たちが、「報道者の職業意識と、純粋な人間本

来の感情との間のさまざまな葛藤」（三木 1996:17）にあったことについて触れている。 

 

 

3. 20年後の報道 

  3.1 比較方法 

 では、前章で確認した温度差やズレは、現在の神戸にどのように結びついているのだろう

か。本論では、震災発生から 20 年後の 2015 年 1 月 17 日の二紙を同様に比較することで、

温度差が継承されているのかということについて検証する。2011 年に発生した東日本大震

災を踏まえて、二紙は阪神・淡路大震災をどのように捉えているかという点にも着目した

く、当年を比較対象として設定した。記事は二紙ともに、データベース内から縮小版を参照

し、阪神・淡路大震災に関連する記事を取り上げた。記事の整理方法も前章と同様に KJ法

を用いることとした。 

 

  3.2 比較結果 

神戸新聞は、合計 34 の記事を 22 個のコード、朝日新聞は、合計 21 の記事を 17 個のコ

ードに振り分けた。さらに、各コードを神戸新聞は 5 個、朝日新聞は 4 個のサブカテゴリ

ーに分類した。最終的に二紙ともに 2 個のカテゴリーに分類した。以下が分類した表であ

る。表 5が神戸新聞、表 6 が朝日新聞である。 
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3.3 考察 

二紙の共通点として、20 年前の被災生活や当時の思いについての記事やこの先後世に伝

えていく重要性についての記事が同数程度見られた。20 年前にどのような被害があったの

か、当時被災者となった人々はどのような気持ちになっていたのかということを改めて紹

介し、その教訓を次の災害へと役立てる為にも、継承していく必要があることを提示してい

る。またその継承における問題点や課題についても指摘がなされている。すなわち、風化を

させずに、残された教訓をいかに活かすのかということである。この点については、二紙と

もに見られる論調であり、被災地と非被災地による違いは見られなかった。 

 一方で、朝日新聞にはなく、神戸新聞に特に多く見られたサブカテゴリーおよびコードが

ある。一つ目は、「追悼」のサブカテゴリー内にある遺族の特集記事である。残された遺族

が震災で犠牲になった故人とのエピソードやその後の 20年について描かれている。この差

が生まれた要因として、遺族の 20 年というものが、震災後、時間が経つにつれて非被災地
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では報道されなくなった、被災地における“日常性”を持つ情報の延長線上にあるものである

からと考えられる。被災地にとって、震災発生から 20 年という数字はあくまで、区切りに

過ぎず、その間も震災は被災者から離れることなく、日常的に向き合ってきたものである。

遺族にとっても、犠牲者の存在は 20年間忘れることなく、向き合い続けたものであり、あ

くまで、20 年という区切りの良い数字から特集されたに過ぎず、これから先も向き合い続

けていくことは明らかである。すなわち、遺族の故人に対する思いという記事は、震災から

の 20 年分の“日常”を集約したものであると考えられる。“日常性”を持つ情報は、非被災地

では求められず、被災地において求められてきたものであった為に、その“日常”を集約した

記事については、地方紙である神戸新聞に多く掲載されることとなったのである。 

 二つ目に、過去の自社記事を特集したものである。これは、「あの日から 20年これからも

共に」と題して、震災発生直後から 2015 年至るまでに、神戸新聞が震災についてどのよう

に報道してきたのかを、過去の記事を取り上げて紹介している。この特集に際し、編集局長

の言葉も添えられている。 

 

  21回目の朝が来ました。あの日と同じように底冷えのする朝です。 

  阪神・淡路大震災の発生直後を振り返ってみると、避難場所や食べ物の確保、そして時

間を経て仕事やくらしの再建,街の再生と、初めてのことばかりでした。交通網や水道、

電気、ガスなどの機能不全は続いています。心の整理がつかないまま、課題は次々と襲い

かかって来ました。 

 被災地にいる者だけではなく、外から手を差し伸べてくれた人を含め、みんなが手探り

状態で闘い続けていました。 

 神戸新聞も同じでした。神戸・三宮の本社が地震で壊滅状態となり、仮事務所での取材

活動、京都新聞の協力を得ての紙面制作…。ページ数がなかなか戻らない状況の中でも、

もがきながら取材し、紙面を作ってきました。 

  この特集紙面に紹介している震災関係の連載企画、記事はほんの一部です。これらは、

被災地が行きつ戻りつしながら歩んできた道のりの記録です。 

  あの日から全てのことが大きく変わりました。読者の皆さんとともに私たちが積み重

ねて来た記事や提言が、将来、起きるであろう大災害に対する備えの一助になることを願

ってやみません。（編集局長・田守茂男）(神戸新聞 2015.1.17 朝刊 5 面) 

 

  神戸新聞も多くの市民と同様に震災を経験し、被災地の新聞社として読者である被災者

と共に歩んできたという内容から、ここでも「当事者意識」というものが現れている。「外

から手を差し伸べてくれた」、「読者の皆さんとともに」という表現にもあるように、神戸新

聞社も一人の被災者であり、読者と同様に復興に向けて様々な協力を得ながら新聞を作っ

てきたことを示している。そして、被災地の地方紙として情報を発信し続けてきたというこ

とが強調されている。この強調からも、前章で指摘した、「当事者意識」は 20年経った後も
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引き継がれていることが分かる。一方の朝日新聞では、過去の記事を特集したものは見られ

なかった。 

 三つ目に、東日本大震災に関連した記事である。両紙共に、東北県において東日本大震災

の被災者らが、阪神・淡路大震災の犠牲者を追悼するといった内容の記事が見られた。しか

し、二紙の違いとして、東日本大震災と阪神・淡路大震災の関係性を捉えるアプローチが異

なるという点が挙げられる。朝日新聞では、東日本大震災の被災地において阪神・淡路大震

災の犠牲者を追悼するという記事のみが掲載されているに留まる一方で、神戸新聞では阪

神・淡路大震災の被災地である神戸から、東日本大震災の被災者を元気づける活動や復興を

応援するといった内容の記事が掲載されている。 

 

  神戸から歌声 元気届け 華原朋美さんらコンサート 

阪神・淡路大震災 20年を迎える神戸から、東日本大震災で被災した子どもたちへ元気

を届けるチャリティーコンサート「夢と絆」が 16日、神戸市中央区の神戸国際会館で開

かれた。歌手の華原朋美さん（40）、高石ともやさん（73）らが東北へ思いをはせ、力強

い歌声を披露した。 

  同市長田区の中学校校長会などでつくる「阪神・淡路大震災長田復興コンサート実行委

員会」が主催。須磨翔風高校（同市須磨区）和太鼓部や長田高校（同市長田区）音楽部な

ども出演した。 

  華原さんは、ピアノの伴奏に合わせ賛美歌「アメイジング・グレイス」を独唱。「今も

つらい思いを抱えている被災者がいると思うけれど、生きることに無駄はない」と力を込

め、「見上げてごらん夜空の星を」などをしっとりと歌い上げた。 

  神戸の復興を歌で支援する高石さんも「あの素晴らしい愛をもう一度」などを熱唱し

た。会場では、高校生らが東北の被災地へ届ける義援金を募った。（田中宏樹）（神戸新聞

2015.1.17 朝刊 36 面） 

 

また、神戸新聞では、神戸に赴いた東日本大震災や新潟県中越地震の被災者らが、阪神・

淡路大震災から 20 周年を迎え、追悼行事が行われる中で、自らの被災経験と重ね合わせる

といった内容の記事も見られた。 

 

  東北、中越「思いは同じ」 被災者、神戸で祈り 

東日本大震災と新潟県中越地震の被災者も、神戸で祈りをささげた。復興途上にある古

里の姿と重ね合わせ、午前 5時 46分、静かに目を閉じた。 

  三宮の東遊園地には、宮城県名取市の漁師菊地篤也さん（52）の姿があった。東日本大

震災で、同市閖上地区の自宅が津波に流され、中学 2 年の長女ななみさん＝当時（14）、

母とも子さん＝同（67）＝が亡くなった。 

  家族も家も船も、津波はさらった。「『頑張れ』って言葉が嫌いになった。何を頑張れっ
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ていうのか…」 

  震災 2 年後、新しい船が完成し、漁に出た。だが、悲しみは癒えない。地元の追悼式に

はまだ、足を運べない。 

  今年、同地区で被災した 9 人と一緒に初めて神戸を訪れた。時報とともに祈りの瞬間

が近づくと、ななみさんの写真を見つめた。こぼれる涙を、何度も手でぬぐう。 

  黙とう−。 

  「20 年たっても、神戸もおんなじなんだって思った。もっと早く来れば良かった」 

  そう話す菊地さんの表情は、東遊園地に足を踏み入れる前より少し緩んでいた。 

  新潟県長岡市山古志からは、6 人が神戸市長田区の鷹取商店街を訪れた。2004 年の中

越地震で、真っ先に支援に駆けつけたのが同商店街の人たちだった。 

  中越地震当時、中学 1 年で、自宅が全壊した畔上凌さん（23）は初参加。昨夏から山古

志の「復興交流館」で案内スタッフとして働く。「神戸の姿は中越のこれから。ここで感

じた空気を地元で伝えていきたい」（上田勇紀、小尾絵生）（神戸新聞 2015.1.17 夕刊 8 面） 

 

 他の災害の被災者に焦点を当てた記事を掲載したことは、多くが阪神・淡路大震災を経験

した神戸新聞の読者に対して、他の災害の被災者も追悼したという事実を単に伝えるもの

ではなかったのではないかと考えられる。遥々神戸に赴き、阪神・淡路大震災の被災者や犠

牲者の遺族らと同様に追悼することで、東日本大震災の被災者は、家族を失ったことに対す

る受け止め方に少し変化が見られた。また、新潟中越地震の被災者は、復興した神戸の街並

みや人々を目の当たりにすることで、現在の神戸に故郷の未来の姿を重ね、新たに前向きな

気持ちを生んでいる。このような記事は、読者である阪神・淡路大震災の被災者らの復興し

てきた姿や辛い経験を乗り越えてきた姿によって勇気付けられた、別の災害で被災した

人々の存在を伝えるだけでない。勇気づけているという事実を通して、阪神・淡路大震災の

被災者たちが復興に向けて過ごしてきた 20 年間を改めて肯定的に捉え、それは復興という

「元に戻す」以上の意義があったことを伝えたかったのではないだろうか。 

以上のようにここでも、あくまで阪神・淡路大震災の被災者を主体として活動にフォーカ

スする地方紙と、阪神・淡路大震災においては非被災者となる東日本大震災の被災者を主体

として活動にフォーカスする全国紙という構図が生まれる。同じく、二つの震災が関連した

記事ではあるが、地方紙には全国紙には見られないアプローチが存在することが分かる。 

 

4. 温度差の原因 

 では、その「当時者意識」の有無という大きな違いは何故生まれたのだろうか。 

 一つ目に考えられるのは、全国紙と地方紙が持つ役割が異なるという点である。これは、

松井（2012）の先行研究でも指摘されている通りである。全国紙においては、その購読範囲

の広さから、欠け落ちてしまう地元の情報というものが存在する。地方紙は、その欠け落ち

た地元の情報をカバーし、読者に提供することで、役割の棲み分けがなされている。よりミ



 19 

クロな地元の情報であればあるほど、視座は低く、地域に密着したものとなる。地域に密着

したものにこそ「当事者意識」が生まれるのであれば、地方紙には存在し、全国紙には欠け

落ちている状態は当然の結果とも言えるのではないだろうか。 

 二つ目に、所属している記者、編集者の違いという点である。地方の新聞社に所属すると

いうことは、その新聞社が販売対象とする地域に密着し続けることを意味する。阪神・淡路

大震災における神戸新聞の記者や編集者は、震災前から地方紙として、神戸、あるいは兵庫

県という地域の情報を提供し続けてきた。地域の情報を地域の読者に伝える中で、その所属

する地域に対して、そこがたとえ自身の出身地でなくとも、一定程度の思い入れを持つもの

ではないだろうか。またその地域を長年取材し続けることで、記者や編集者個人に、自然と

その地域についての知識や知見が増えるものである。そしてその新聞社に所属する限りは、

その思い入れや知見は記事に影響を与え続けるものである。阪神・淡路大震災の報道におい

て、20 年後の 2015 年の記事にも「当事者意識」が継承されていたことは、以上のことから

も考えられる。一方で、全国紙は、その名の通り日本全国あるいは海外にも拠点を持ってい

る。一概には言えないが、全国紙の記者や編集者は転勤などで、特定の地域に長期的に定着

するケースが少ないことが考えられる。そのため、特定の地域に対して、それほどまでの強

い思い入れを持つとは限らないのである。また仮に記者らが、配属期間中にその地域に密着

し、愛着を持っていた場合でも、転勤等の理由でその地域を担当していなければ、思い入れ

や愛着というものは継承されず、記事にも反映されないこととなる。すなわち、地方紙には

「当事者意識」を生む土壌がある一方で、全国紙には土壌としてその意識が生まれにくいも

のであることが考えられる。 

 

5. 総括 

 地方紙と全国紙における温度差というものは、震災発生から 3 ヶ月の時点では既に存在

し、また発生から 20 年後においても、「当社も阪神・淡路大震災の被災者である」という

「当事者意識」の有無からその温度差は継承されていることが見て取れた。一方で、「当事

者意識」というものは関係なく、次世代に向けて震災を風化させることないようにという、

防災、減災への意識を継承の重要性については、両紙に差はなかったと言える。 

 また、2015 年の記事では、神戸新聞が、阪神・淡路大震災の被災者の目線から東日本大

震災を捉えるというアプローチが見られた。この点は、地方紙と全国紙の大きな違いの一つ

として検証したが、このアプローチはいつまで見られるものなのだろうか。近い将来予想さ

れる南海トラフ地震やその他の大きな震災が発生した時に、もし神戸が非被災地となった

場合、その震災に対してどのようなアプローチをするのかという点については、現在は検証

することができないが、新たな疑問として残したい。 
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［注］ 

1) ここでは、同年に発生したオウム真理教による地下鉄サリン事件も踏まえた上で

「1995 年は」という書き出しになっている。 

2) 武庫川は兵庫県南東部を流れる河川であり、下流域では、兵庫県西宮市と同県尼崎市

の境界となっている。ここでいう武庫川は、下流域を指している。 
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